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労働災害防止計画の重点事項発表
　「労働災害防止計画」とは、労

働災害を減少させるために国が

重点的に取り組む事項を定めた

中期計画です。今後、国がどの

ようなところに重きを置いて、

企業を指導していく方針なのか

を知ることができ、参考になり

ます。

　先日発表された平成 25 年 4 月

～平成 30 年 3 月までの 5 年間の

「第 12 次労働災害防止計画」を

ご紹介します。

３つのポイント

重点対策

重点対策ごとに数値
目標を設定

労働災害による被災者数
　　（平成 23 年 : 震災直接原因分除く） 

 ・死亡者数：    1,024 人 （過去最少） 

 ・死傷者数：117,958 人
　　　　　　　　　　　　　　（2 年連続増加､平成 24 年も増加） 

□労働災害は長期的には減少しているが、

第三次産業では増加 （特に社会福祉施設

は過去 10 年で２倍以上） 

□死亡災害も減少しているが、依然、建設業・

製造業で過半数を占め、割合が高い

□労働災害による死亡者の
数を 15％以上減少

□労働災害による死傷者の
数を 15％以上減少

現状と課題 計画の目標

労働災害全体の減少目標に加え、重点対策ごと

に数値目標を設定し、達成状況を踏まえて対策

を展開

第三次産業を最重点
業種に位置づけ

労働災害が増加し、全体に占める割合が高まっ

ている第三次産業に焦点を当て、特に災害の多

い「小売業」、「社会福祉施設」、「飲食店」に対

する集中的取組を実施

死亡災害に対し重点
を絞った取組を実施

依然として死亡災害の半数以上を占める建設業、

製造業に対して、「墜落・転落災害」、「機械によ

るはさまれ・巻き込まれ災害」に重点を当てて

取り組む

メンタルヘルス
対策

目標 : 対策に取り組んでいる事業場の割合を 80％以上

・メンタルヘルス不調を予防するための職場改善手
法を検討 

・ストレスチェック等の取組を推進 
・事例集やモデルプログラムの作成により職場復帰

支援を促進

過重労働対策

目標 : 週労働時間 60 時間以上の雇用者割合を 30％以上減少

・健康診断の実施と事後措置などの健康管理を徹底 
・休日・休暇の付与・取得を促進 
・時間外労働の限度基準の遵守を図り、時間外労働

削減を推進

健康診断の実施と事後措置については、最近、労基署の調査でも重点的に

チェックされています。メンタルヘルス対策、過重労働対策について等、

ご不安なことがありましたら、お気軽にお声掛けください。

重点対策には、近年増加している「メンタルヘルス」、「過重労働」に関する
ものも当然含まれています（　　　　　　　　　　　　　　）今

年
の
新
入
社
員
の
特
徴

ロ
ボ
ッ
ト
掃
除
機
型

平
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年
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新
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年
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新
入
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特
徴
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今
年
の
新
入
社
員
は
、
採

用
活
動
の
早
期
化
傾
向
に
対

す
る
社
会
的
批
判
を
受
け
、

就
職
活
動
期
間
（
企
業
採
用

の
た
め
の
広
報
活
動
の
解
禁

日
）
が
大
学
３
年
次
の
10
月

１
日
か
ら
12
月
１
日
へ
と
２

カ
月
遅
く
な
っ
た
「
時
間
短

縮
型
就
活
」
の
第
一
期
生
に

該
当
し
ま
す
。

　

期
間
が
２
カ
月
短
縮
さ
れ

た
こ
と
で
、
業
界
研
究
に
十

分
な
時
間
が
費
や
せ
な
か
っ

た
り
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
慌

た
だ
し
く
な
っ
た
り
な
ど
の

マ
イ
ナ
ス
面
が
懸
念
さ
れ
ま

し
た
。
そ
う
い
っ
た
中
で
効

率
よ
く
就
職
活
動
を
し
た
姿

が
、
部
屋
を
効
率
的
に
動
き

ま
わ
り
掃
除
を
す
る
『
ロ

ボ
ッ
ト
掃
除
機
』
を
連
想
さ

せ
る
た
め
、
こ
の
よ
う
な

ネ
ー
ミ
ン
グ
と
な
っ
た
よ
う

で
す
。

　

公
益
財
団
法
人
日
本
生
産

性
本
部
の
「
職
業
の
あ
り
方

研
究
会
」
で
は
、
平
成
25
年

４
月
入
社
の
新
入
社
員
の
特

徴
を
ま
と
め
ま
し
た
。

　

こ
の
研
究
会
で
は
、
そ
の

年
の
新
入
社
員
の
特
徴
を

ネ
ー
ミ
ン
グ
す
る
こ
と
が
恒

例
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

過
去
に
は
、「
過
保
護
で

栄
養
分
は
高
い
が
、
魚
ら
し

く
ピ
チ
ピ
チ
し
て
い
な
い
」

と
い
っ
た
特
徴
か
ら
名
付
け

ら
れ
た
『
養
殖
ハ
マ
チ
型
』

（
昭
和
63
年
）
、「
そ
の
場
で

瞬
時
に
情
報
を
取
り
込
み
発

信
す
る
セ
ン
ス
や
処
理
能
力

を
持
ち
、
機
能
も
豊
富
だ
が
、

経
験
や
知
識
が
な
か
な
か
蓄

積
さ
れ
ず
、
中
高
年
者
に

と
っ
て
使
い
こ
な
し
き
れ
な

い
」
と
い
う
側
面
が
あ
る
『
カ

メ
ラ
付
ケ
ー
タ
イ
型
』（
平

成
15
年
）
と
い
っ
た
ネ
ー
ミ

ン
グ
が
あ
り
ま
し
た
が
、
今

年
の
新
入
社
員
の
タ
イ
プ

は
、『
ロ
ボ
ッ
ト
掃
除
機
型
』

と
の
こ
と
で
す
。

　

同
研
究
会
で
は
、
こ
の
由

来
に
つ
い
て
は
、「
一
見
ど

れ
も
均
一
的
で
区
別
が
つ
き

に
く
い
が
、
部
屋
の
隅
々
ま

で
効
率
的
に
動
き
回
り
家
事

な
ど
時
間
の
短
縮
に
役
立
つ

（
就
職
活
動
期
間
が
２
カ
月

短
縮
さ
れ
た
中
で
、
効
率
よ

く
会
社
訪
問
を
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
た
）
。
し
か
し
段

差
（
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
）
に
弱

く
、
た
ま
に
行
方
不
明
に

な
っ
た
り
、
裏
返
し
に
な
っ

て
も
が
き
続
け
た
り
す
る
こ

と
も
あ
る
。
能
力
を
発
揮
さ

せ
る
に
は
環
境
整
備
（
職
場

の
フ
ォ
ロ
ー
や
丁
寧
な
育

成
）
が
必
要
」
と
説
明
し
て

い
ま
す
。



健康保険被扶養者資格の再確認について

健康保険の「被扶養者」とは？

被扶養者認定の留意点

被扶養者資格の再確認の実施について

不
正
受
給
の
実
態

　ところが、上記の要件を満たさ

ない者を被扶養者として申告して

しまっていることにより、結果と

して本来保険給付を受けるべきで

ない人が保険給付を受けてしまい、

被保険者の保険料負担増の一因と

なってしまっていることがありま

す。

　具体的には、生計維持関係のな

い両親等を被扶養者に含めていた

り、共働き夫婦の夫と妻の両方が

子どもを被扶養者として申告して

いたりする等です。

　中には、社会保険の被扶養者要

件と税法上の被扶養者要件とが

違っている点がわからずに誤った

申告をしてしまっているケースも

ありますので、注意が必要です。

不
正
受
給
対
策
の
内
容

　協会けんぽでは、5 月末から 7 月

末までの間、被扶養者資格の再確

認を実施しており、今年度も 5 月

末から順次、被扶養者のリストが

事業主宛てに送られてきます。

　再確認の対象となるのは、被扶

養者のうち、「平成 25 年 4 月 1 日

において 18 歳未満の被扶養者」と

「平成 25 年 4 月 1 日以降に被扶養

者認定を受けた被扶養者」を除く

人です。

　リストが送られてきたら①該当

被扶養者が現在も健康保険の被扶

養者の条件を満たしているか確認

のうえ、被扶養者状況リスト（2 枚

目は事業主控）に必要事項を記入

し、事業主印を押し、②確認の結果、

削除となる被扶養者については、

同封の被扶養者調書兼異動届を記

入し、該当被扶養者の被保険者証

を添付し、③①および②を同封の返

信用封筒にて提出します。

　すると、協会けんぽで確認のう

え年金事務所へ回送され、年金事

務所で扶養者調書兼異動届の内容

審査および削除処理が行われ、被

扶養者（異動）届の「控」が事業

主宛てに送られてくることとなり

ます。

本
人
確
認
の
徹
底

　協会けんぽホームページによれば、

被扶養者の範囲は次の通りとされて

います。

１. 被保険者の直系尊属、配偶者（事実上婚姻関係と同様の人を含む）、

子、孫、弟妹で、主として被保険者に生計を維持されている人 

２. 被保険者と同一の世帯で主として被保険者の収入により生計を維

持されている次の①～③の人 

① 被保険者の三親等以内の親族（１. に該当する人を除く）

② 被保険者の配偶者で、戸籍上婚姻の届出はしていないが事実

上婚姻関係と同様の人の父母および子

③ ②の配偶者が亡くなった後における父母および子

失
業
認
定
の
手
続
き
変
更

　

雇
用
保
険
の
基
本
手
当
は
、

労
働
の
意
欲
お
よ
び
能
力
を

有
し
な
が
ら
働
く
こ
と
が
で

き
ず
に
、
求
職
活
動
を
行
っ

て
い
る
方
の
生
活
の
安
定
と

早
期
再
就
職
を
促
進
す
る
た

め
の
給
付
で
す
が
、
い
わ
ゆ

る
「
不
正
受
給
」
に
当
た
る

ケ
ー
ス
が
あ
る
こ
と
が
確
認

さ
れ
て
い
ま
す
。
厚
生
労
働

省
の
発
表
に
よ
る
と
、
平
成

17
年
か
ら
平
成
21
年
ま
で
の

間
に
４
万
件
超
の
不
正
が
確

認
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
氷
山

の
一
角
に
過
ぎ
な
い
と
も
言

わ
れ
て
い
ま
す
。

　

基
本
手
当
等
の
給
付
は
、

被
保
険
者
等
が
負
担
す
る
保

険
料
に
よ
っ
て
賄
わ
れ
て
い

る
も
の
で
す
の
で
、
当
然
、

同
省
も
こ
の
よ
う
な
ケ
ー
ス

を
見
過
ご
す
こ
と
は
で
き
ず
、

法
改
正
等
の
対
応
に
よ
り
対

策
を
講
じ
て
お
り
、
件
数
が

減
少
す
る
傾
向
に
な
っ
て
い

ま
し
た
が
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ

ク
の
影
響
が
あ
っ
た
平
成
21

年
度
は
前
年
度
比
で
20
％
近

く
件
数
が
増
え
て
い
ま
す
。

　

不
正
受
給
で
多
い
ケ
ー
ス

は
、
基
本
手
当
を
受
給
し
て

い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
求

人
に
応
募
し
た
り
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
の
職
業
相
談
を
利
用

し
た
り
す
る
と
い
っ
た
求
職

活
動
の
実
態
が
な
い
ケ
ー
ス
、

求
職
活
動
の
結
果
、
再
就
職

で
き
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

そ
の
報
告
を
し
な
い
で
基
本

手
当
を
受
給
し
続
け
る
と
い

う
ケ
ー
ス
が
大
半
を
占
め
ま

す
。
そ
の
た
め
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
で
は
失
業
認
定
申
告
書
に

具
体
的
な
求
職
活
動
の
内
容

を
記
載
さ
せ
た
り
、
申
告
書

に
書
か
れ
た
企
業
等
に
実
際

に
応
募
が
あ
っ
た
か
ど
う
か

の
確
認
を
と
っ
た
り
し
て
、

求
職
活
動
の
実
態
を
調
査
し

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
不
正
受
給
が
発
覚

し
た
場
合
に
は
「
２
倍
返
し
」

「
３
倍
返
し
」
さ
せ
る
等
の
厳

し
い
ル
ー
ル
を
設
け
る
こ
と

で
、
不
正
受
給
を
抑
止
す
る

効
果
を
ね
ら
っ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
基
本
手
当
の
受

給
を
申
請
す
る
と
き
に
は
、

離
職
票
の
ほ
か
、
本
人
確
認

書
類
（
運
転
免
許
証
や
写
真

付
き
住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド

等
）
や
本
人
名
義
の
通
帳
等

を
持
参
し
て
受
給
資
格
の
決

定
を
受
け
た
後
、
受
給
説
明

会
等
を
経
て
、
指
定
し
た
口

座
に
給
付
が
振
り
込
ま
れ
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
本
人
確
認
に
つ
い
て
、

今
年
４
月
１
日
よ
り
雇
用
保

険
法
施
行
規
則
が
改
正
さ
れ
、

受
給
資
格
決
定
時
だ
け
で
な

く
、
受
給
資
格
決
定
後
に
お

い
て
も
、
本
人
確
認
書
類
の

提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。



自
治
体
が
中
小
企
業
向
け
パ
ワ
ハ
ラ
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成

神
奈
川
県
が
作
成

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
概
要

パ
ワ
ハ
ラ
の
実
態
調
査

　

職
場
の
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

（
パ
ワ
ハ
ラ
）
問
題
へ
の
関
心
が
高

ま
る
中
、
神
奈
川
県
で
は
、
昨
年

11
月
に
知
事
メ
ッ
セ
ー
ジ
「
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
の
な
い
職
場
づ
く
り
を

神
奈
川
か
ら
」
を
発
信
す
る
な
ど
、

取
組
み
を
強
化
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
一
環
と
し
て
、
県
内
の
事

業
所
に
お
け
る
パ
ワ
ハ
ラ
対
策
の

取
組
み
状
況
等
に
関
す
る
実
態
調

査
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え

た
「
中
小
企
業
向
け
パ
ワ
ハ
ラ
対

策
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
全
国
で
初
め

て
作
成
し
ま
し
た
。
ま
た
、
労
働

者
の
た
め
の
啓
発
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

も
併
せ
て
作
成
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
企
業
に
提

供
す
る
な
ど
、
パ
ワ
ハ
ラ
撲
滅
に

向
け
た
取
組
み
の
一
層
の
強
化
を

図
っ
て
い
く
と
の
こ
と
で
す
。

　

同
県
で
は
、
平
成
24
年
７
月
か

ら
９
月
に
か
け
て
県
内
千
五
百
の

事
業
所
を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
を
行
い
、
県
内
事
業
所
の
実
態

を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。
以
下
が

主
な
調
査
結
果
で
す
。

・
過
去
１
年
以
内
に
パ
ワ
ハ
ラ
の

相
談
・
苦
情
が
あ
っ
た
中
小
企

業
事
業
所
は
約
３
割
（
29
％
）
。

・
中
小
企
業
事
業
所
の
８
割
以
上

（
85
％
）
が
パ
ワ
ハ
ラ
対
策
を
経

営
上
重
要
と
認
識
し
て
い
る
が
、

３
割
以
上
（
36
％
）
が
何
も
取

り
組
ん
で
い
な
い
。

・
取
組
内
容
は
、「
会
議
や
朝
礼
で

の
注
意
喚
起
」
が
ト
ッ
プ
（
28
％
）

で
、「
相
談
窓
口
の
設
置
」
は
約

２
割
（
21
％
）
、「
研
修
・
講
習

会
の
実
施
」
は
１
割
台
（
14
％
）

　

マ
ニ
ュ
ア
ル
に
は
、
パ
ワ
ハ
ラ

の
定
義
、
企
業
の
責
任
、
取
組
実
態
、

予
防
策
な
ど
に
つ
い
て
書
か
れ
て

お
り
、
次
の
よ
う
な
特
徴
が
あ
り

ま
す

・
厚
生
労
働
省
、
神
奈
川
県
経
営

者
協
会
、
連
合
神
奈
川
な
ど
か

ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
紹
介
し
、

パ
ワ
ハ
ラ
は
労
使
を
挙
げ
て
取

り
組
む
べ
き
問
題
で
あ
る
と
い

う
姿
勢
を
示
す
。

・
中
小
企
業
で
活
用
で
き
る
よ
う
、

企
業
に
求
め
ら
れ
る
取
組
み
を

わ
か
り
や
す
く
具
体
的
に
解
説

す
る
と
と
も
に
、
企
業
や
事
業

所
の
実
情
に
応
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を演じないといけないわけですから大変です。この役割を

演じきるには、相手に合わせた対応が必要だということで

す。じゃあどう対応していけばいいの？ということで登場

するのがこのソーシャルスタイル理論です。

　研修を受けた方からは、自分はこういう特性があると思っ

ていたけど、周りからはこういう風に見られていたんだと

いうことがわかり、自身がつきましたという感想や、部下

のことを分析して、今後部下に対する話し方、対応方法を

　４月は新年度で新たに役職が付いた方も結構いらっしゃ

るのではないでしょうか。自分の部下をどう育てたがよい

かわからない。そういう意見をたくさん頂戴しております。

この問題を解決する方法の一つに、自分と部下の性格や特

徴を知り集団的労務管理ではなく、個別に労務管理を行っ

ていく方法があります。役割とは相互関係の中から生まれ

ます。例えば、中間管理職の方であれば部下に対しては上司、

部長や課長に対しては部下、家庭においては妻に対する夫、

子供に対しての父親という役割などです。この複数の役割

管理職研修開催

新人研修（就業規則説明）

変えて試してみたいというの意

見がありました。勉強してああ

よかったではなく、実際の現場

で使ってみる。そういう研修を

これからも提案していきます。

　　　　　　　　（担当：楠田）

日　時：4月 19 日（金）・20 日（土）
参加者：社会福祉法人（長崎）管理職員 28 名
講　師：上田正順

日　時：4月 9日（金）13：00 ～ 14：30
参加者：社会福祉法人 (福岡･佐賀 ) 新入社員 28 名
講　師：上田正順・楠田剛士

　4 月は新入社員研修の季節です。

当法人のクライアント様からのご

要望で研修の一部に就業規則・人

事制度の説明会を毎年開催してい

ます。

　就業規則は法人・施設のルール

ブックです。そのルールを守らな

いと組織の秩序が乱れ、多くの問題が発生します。利用者様

や患者様に良いサービスを提供するためには、働きやすい職

場環境づくりが欠かせません。そのためには、働くみなさん

が、このルールを守り、できなければ、上司の方がしっかり

と指導をして改善していく必要があります。就業規則を中身

をしっかり理解して、日頃のマネジメントにご活用ください。

特にセクハラやパワハラは企業の取組として行っていかなけ

ればなりません。新しく入った方は、セクハラやパワハラ被

害にあってしまったときに、どこに相談して良いかわからな

いという声をよく聞きます。そのような場合には我々のよう

な第三者に連絡していただいても結構です。事が大きくなる

前にご相談ください。　　　　　　　　　　　（担当：楠田）

・一括有期事業開始届の提出（建設業）
　主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負金額が
　1 億 9000 万円未満の工事
・4 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付

・4 月分の健康保険料、厚生年金保険料の納付
・自動車税の納付
・3 月決算法人の確定申告・9 月決算法人の中間申告
・6 月・9 月・12 月決算法人の消費税の中間申告
・確定申告税額の延納届出による延納税額の納付
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不払残業代 2.9 億円支給 役員含む 3名書類送検

One Point メールのテキスト形式とリッチテキスト (HTML) 形式について

代表取締役　上田　正順

意外と多い「春の熱中症」対策は大丈夫？

通常夏に起こる病気のイメージが強いが、意外と春に起こることが多い熱中症。

昨年の GW も連日最高気温 20 ～ 25℃を記録し、4 月 28 日は 30℃を超える真夏日と

なる地域もあった。人間の体は徐々に体が暑さに慣れていくが、春の時期はそれ

が十分でなく、夏に比べて体が暑さに適応できない状態にある。そのため、夏ほ

どの暑さでなくとも、熱中症になる危険性が高くなる。特に春は発汗機能が十分

働かないため、熱中症を予防するためには、冷えた水分を補給することで体温を

下げるなど、しっかりとした熱中症対策を行うことが勧められる。

〒862-0949  熊本市中央区国府 1-13-5  2Ｆ
TEL  ：096-211-6055　FAX：096-211-6065
URL：http://brainstar.jp

　熊本労働基準監督署は３月 19 日肥後銀行は、労使協

定で定めた労働時間を上回る残業を社員にさせたとし

て、労働基準法違反の疑いで、肥後銀行と同社取締役や

部長ら３人を書類送検しました。2012 年 12 月、内部か

ら通報を受けた熊本労働基準監督署が同行に調査を要請

ました。

　全行員約 2,300 人のパソコンの使用記録を基に労働時

間を算出し、2,080 人に未申告の残業代があったことが

判明しました。総額は約 2 億 9000 万円にものぼり、未

払い分については、すでに全額を支払ったといいます。

　発表によると、同行の労使協定では残業を１日 5 時間

45 分まで、１か月 45 時間までと規定。残業手当は自己

申告にて支給されますが、2,080 人は規定時間を超えた

時間について申告していなかったようです。

　取締役らは労基署に対して「人が足りず、サービス残

業をさせていた、労働時間管理の厳正化、時間外労働の

削減に取り組んでいく」と話しています。同労基署は、

ほかにの社員に限度を上回る残業をさせていたとみて調

査を続ける予定です。

　この問題を受け熊本労働基準監督署には、内部通報が

増えています。しかし監督官が電話の内容を踏まえ、い

くつか質問すると、支離滅裂な回答をされる方も多く、

信憑性のない話として、調査の対象から外すそうです。

　特に、今は介護業界に重点的に調査に入っています。

その理由は１つ目は、未払残業が発生している可能性が

高いこと。２つ目は腰痛等による労災件数が多いことで

す。

　残業については、タイムカード打刻後に記録を行わせ

るケースや、夜は宿直のみ１名しか配置していない施設

もあります。そのほとんどが実情は夜勤の仕事をしてい

るということで、宿直の許可の取り消し等が行われ、夜

勤体制に変更をする施設も多いようです。

　また、労災に関しては、監督署も対策を取りにくい業

界なのです。利用者が急に、もたれかかってきたため、

腰を痛めてしまったなど、第三者が絡んだ労災事件が発

生していますので、施設の設備を変えたところで、事故

予防策を立てづらいのです。

　未払残業を撲滅するには、無駄な残業を無くして、労

働環境を良くするんだという労使一体となった取組が必

要です。未払残業を無くしたいがどうすればいいかわか

らない。と悩まれている方は、お気軽にご相談ください。

　自分が使っているメールの形式をみなさまご存知で

しょうか？

　メールには、文字情報だけの「テキスト形式」とフォ

ントや色などを工夫できる「リッチテキスト (HTML) 形

式」があります。

　リッチテキスト (HTML) 形式のメールはインパクトの

ある楽しいメールを送ることが出来ますが受信者の利

用環境によっては正しく表示できないことがあります

し、データ量も多くなり受信に支障をきたすことがあ

ります。また、ウイルス感染や「フィッシング詐欺」

を目的とした迷惑メールにおいてもリッチテキスト

(HTML) 形式のメールが悪用されるケースが増えてきて

います。

　その為、現状では文字だけのテキスト形式を使うの

が一般的なマナーとなっています。相手も了承してい

る場合を除き、テキスト形式のメールを使うようにし

ましょう。


